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経済学研究 46-1
北海道大学 1996.6

<覚書>

持ち家帰属家賃の寄与度について

内田和男

周知のように，民間最終消費支出は国民総支

出の約6割を占め，景気動向を知る上で重要な

経済指標である。また，家計最終消費支出の構

成要素の中には，食料品や衣料品の外に，医療・

保健サービスや交通・通信サービ、ス，そしてレ

クリェーション・娯楽・教育・文化などの項目

が含まれており，衣料品が主商品である百貨屈

の全国販売額の動向と家計最終消費支出のそれ

との間で少なからず不一致がみられることもよ

く知られている。

本稿では， もう一歩踏み込んで，家計最終消

費支出に成長会計分析を試みることによって，

消費支出の伸びに対する寄与度の最も高い要因

が「持ち家の帰属家賃」であることを示す。持

ち家の帰属家賃は次の 2つの特徴をもっ。1)

自家サービス消費としてマーケットで顕示され

ない。 2)持ち家という家計の保有するストッ

クが生みだすフローに対する支出である。この

ように食品や衣料などの消費内容とは異なる性

質をもっ「持ち家の帰属家賃」が家計最終消費

支出に対して最も高い寄与度を示すという事実

は，単に興味深いというだけでなく，家計最終

消費支出を景気動向経済指標として使用する際

に一定の留意が必要であることを示唆する。

さて，本稿で取り扱う期聞は1971年から93年

までの23年間である。すなわち日本の高度成長

期終了後から現在に至るまでの期聞を分析対象

としている。さらに，これを次の 2期間に区分

している。前半の1971年から82年までは 2つ

のオイル危機を含む期間で，その聞の平均実質

経済成長率は4.3%を記録している。後半の

1983年から93年までは，バブルの全循環を含む

期間で，その平均実質経済成長率は3.6%であ

る。

家計最終消費支出の成長会計による要因分析

結果は表 1-1から表2-2の4つの表に示さ

れている。表の読み方は全表同じで， (1)-(8)行

は家計最終消費支出の構成要素に対応し， (9)行

はこのうち(3)行で示されている「家賃・水道・

光熱」要因のうち「持ち家の帰属家賃」の部分

を別個抽出して取り扱っている。側行は家計の

最終消費支出を示す。(1)-(4)列は各要因につい

ての年平均成長率1) ウエイト，成長率への寄

与度，そして寄与率を示している 2)。

表 1-2は， 1971-82年の実質値に関するデー

ターを示している。はじめに， (10)行目に注目す

ると，家計最終消費支出の成長率は4.5%で，

GNPの成長率4.3%とほぼ同一であり， また，

経済成長率4.3%に対する家計最終消費支出の

寄与度は2.7%と，その貢献度割合は60%強を

占めている。

要因別にみると， (1)列目の平均成長率につい

ては，医療・保健が8.6%，家賃・水道・光熱

が5.8%(このうち持ち家の帰属家賃について

は6.5%)，交通・通信が5.4%と， これら 3要

因が家計最終消費支出の成長率を上回っている。

1)単純算術平均で示されている。
2)各定義式に対して平均値を直接代入しでも成立

しない。例えば，次の式

寄与度の平均値=(要因の成長率の平均値)
x (ウエイトの平均値)

は必ずしも成立しない。
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各襲爵が家言十議終端費支誌に占める割合につい

・欽料 e嬢草が0.27ι 最も蒔く，

・水道・光熱の0.18(このうち持ち

家の帰壊家議については0.12)，交通・通告の

0.10と続く。

への貢献は， (3)列自の数字が示すように，家費・

水道・光熱の1.0%が最も溺く，次いで食品・

飲料・煙草と緩療・保鍵の0.7%が続く。この

3要閣の合計で2.4%に達する。持ち家の帰属

家費会独立要因として寂り扱えば，そ

その結果，家計最終消費支出の成長率4.5% は0.8%と最も高い{産会示す。このように，

表 1-1 成長会計による要爵分析(名目， 1971-82年〉 表 2 成長会計による望書館分析〈実質， 1971-82年〉

(1)食品・飲料・燈草 10.5 0.27 2.9 

(2)衣服・はきもの 12.1 0.08 1.0 6.91 [(2)衣服・はきもの

(3)家賃・水道・光熱 13.告 0.17 2.3 19.3 間家賃・水滋・光熱 5.81 。奄181 1.0 

(4)家家異計 ・ 庭器具・ 10.51 0.071 0.71 5ι: 1 斗走路務内・ 0.31 0.061 0.2 

出医療・保縫 15.51 0.091 1.31 11.01 -保健 8.61 0.09 

15喝5 0.09 10.81 (6)交通.，断言 5.41 0.10 

(7)教レク育ワ・ェーション・娯楽・
文化サービス 12.8 0.09 1.2 9.5 (7)教レク事著リ・ェーション・娯楽・ 1

文化サ…ビス 4.61 0.09 

(8)そのf也 14.1 0.141 2.0 15.6 {喜}その他 4.61 0.15 

(告}持ち家の矯属家賃 11‘S 1.5 12.1 (9)持ち家の策罵家鐙 | 6.51 0.12 

12.81 7‘2 68.2 計章受終消費支出

(資料〕終済企画庁

袋 2-1 成長会計による要因分析〈名思 1983…93年〕 表 2-2 成長会計による婆関分析(実質， 1983-93年〉

(1)食品・飲料・燦主事 3.11 0.211 0.61 13.31 1山食品・飲料・煙車 1.31 0.211 0.31 ?‘5 

(2)衣服・はきもの 2.91 0.061 0.21 3.31 1(2)衣服・はきもの 0.41 0.061 0.01 1.1 

(3)家賃・水道・光熱 5.91 。“191 1.11 24.8， 1(3)家賃・水道・光熱 3.61 0.191 0.71 26.0 

(4)家家具計雑・家貨庭器具・ 4.91 0.061 0.3， 5.71 4.91 0.061 0.31 宮.4

1(5)医療・保幾 5.51 0.11: 0.61 13.11 1(5)医療・保健 3.2 

{さ}交通・通信 4.3 8.6! (6)交通・送後 4.0 

:(7)教レク育リ・ぶ…ション・娯楽・み
文化サービス 6.1 0.10 0.6 13‘3 (7)教レク育り・ェーシgン・娯楽・ 1

文化サーどス 4.91 0.10 

(8)その他 5.4' 0.15 0.9 17.8 (8)その他 3喝S

!(9)持ち家の:防総家賃 6.8 0.13 O.吉! 19.2 (号}持ち家の帰属家賃 4.1 

ω家計最終消費支出 4.8 な57i 2.8 54.8 ω)家計最終消費支出

〈資料〉経済企磁庁 F密民経済計算年報j 〈資料)経済企爾庁『盟民緩済計算年報J



1996.6 持ち家帰属家賃の寄与度について 内田 71(71) 

1972-82年の家計最終消費支出の成長率に大き

く寄与したのは，家賃・水道・光熱(とりわけ

持ち家の帰属家賃)，食品・食料・煙草，そし

て医療・保健の 3要因であることがわかる。

同様の計算をバブルの全循環を含む1983-93

年の期間に適用した結果が表 2-2に示されて

いる。家計最終消費支出の実質成長率は3.1%

に低下しているが， これは同期間のGNPの成

長率3.6%とほぼ同一水準である。また，経済

成長率3.6%に対する家計最終消費支出の寄与

度は1.8%と，その貢献度割合が前半期の60%

強から50%に低下している九

要因別にみると，家計最終消費支出の伸び率

3.1%を上回っているのは，家具・家庭器具・

家計雑費とレクリェーション・娯楽・教育・文

化の4.9%，交通・通信の4.0%，家賃・水道・

光熱の3.6%である。これを前半期と比較して

みると，バブル景気における消費需要の特徴を

色濃くあらわした結果であることがわかる。各

要因が消費支出に占める割合については，食品・

飲料・煙草が0.27から0.21へ比率を低下させて

いるにもかかわらず最も高く，次いで家賃・水

道・光熱の0.19，医療・保健，交通・通信， レ

クリェーション・娯楽・教育・文化の0.11-

0.10が続いている。しかし前半期との比較にお

いて食品・飲料・煙草が少し比率を下げた外は，

割合については総体的にあまり大きな変化はみ

られなし、。

結果として，家計最終消費支出の伸び率3.1

3)家計最終消費支出に代わってこの期間に寄与度
の上昇をみたのは外需である。

%への貢献度は，家賃・水道・光熱の0.7%が

最も高く，次いでレクリェーション・娯楽・教

育・文化の0.5%が続く。この 2要因の合計で

1.4%に達する。持ち家の帰属家賃を独立要因

として取り扱えば，その寄与度は0.5%となり

レクリェーション・娯楽・教育・文化と並んで

最も高い。前半期との比較においては，食品・

飲料・煙草と衣服・はきものが貢献割合を大き

く低下させている一方， レクリェーション・娯

楽・教育・文化と交通・通信が大きな寄与を示

している。しかし両期聞を通じ，一貫して最も

高い貢献割合を占めているのは家賃・水道・光

熱の要因である。

要約すれば 2つのオイル危機を含む前半期

0971-82年)からパフールの全循環を含む後半

期 0983-93年)にかけて，実質経済成長率に

対する消費支出の貢献度が低下を示すなかで，

消費支出それ自体の成長率に対する寄与度につ

いては，食品・飲料・煙草と衣服・はきものが

大きく低下を示す一方で， レクリェーション・

娯楽・教育・文化と交通・通信が大きな上昇を

示している。この結果はわれわれの事前予想と

あまり違わないけれども，前半期，後半期の両

期間を通じ，家計最終消費支出の伸び率に対し

て一貫して最も高い貢献度を示しているのが家

賃・水道・光熱の要因，とりわけ持ち家の帰属

家賃要因であるという結果は， これまで見過さ

れてきた興味深い事実である。




